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点呼の励行啓発対策について

○ 点呼の励行に係るパンフ
レットの作成

○ 運輸局・運輸支局における
啓発

○ 認定機関との連携による
運行管理者講習における
啓発

等

○ 協会ＨＰ・機関誌・ラジオによる広報
○ 巡回指導時における指導

等

○ 安全共同パトロール事業における運転者への啓発
等

国土交通省 全日本トラック協会
（全国適正化実施機関）

日本路線トラック連盟

関係機関が連携して総合的に対策を推進を実施

平成25年夏から開始、平成25年度中を目処に集中的に推進

実施期間

点呼啓発の推進ツール

（今後、さらにツールの充実を検討）
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別添６－③
【共同点呼の可能性の検討について－パブリックコメントの概要－】

平 成 ２ ５ 年 ５ 月

自 動 車 局

安 全 政 策 課

貨 物 課

整 備 課

貨物自動車運送事業における点呼業務の管理の受委託の許可基準等について

１．背景

有識者等で構成される「トラック産業の将来ビジョンに関する検討会」に

設置された「最低車両台数・適正運賃収受ワーキンググループ」報告書にお

いて、

中小零細事業者が多いトラック業界においては （中略）事業の規模や、

経営の強みを拡大することが有効である。例えば、共同輸配送や輸送施設

の共同利用、協同組合や協業組合の活用等や経営改善に資する事業などへ

のインセンティブを検討する必要がある。

との方向性が示されている。

点呼業務は、輸送の安全確保の観点から非常に重要な業務であるところ、

特に中小零細事業者においては、深夜・早朝の時間帯における点呼業務のた

め運行管理者等を確保することが大きな負担となっていることから、輸送の

安全の確保に関する取組が優良であると認められる営業所について、対面点

呼に係る管理の受委託を認めようとするものである。

２．概要

（１）受委託の対象業務

対面による乗務前点呼及び乗務後点呼（アルコール検知器有効保持及び

活用を含む ）。

（２）委託の要件

ア 委託者

、 。委託者は 一般貨物自動車運送事業者又は特定貨物自動車運送事業者

許可は営業所単位とし、委託営業所は、安全性優良事業所（Ｇマーク

営業所 。）

イ 実施時間

１営業日のうち連続する１６時間以内。

ウ 契約の範囲

契約は営業所単位とし、一つの営業所が複数の営業所に委託してはい

けない。

、 、 。※ なお 一つの営業所が 複数の営業所から委託を受けることは可能

エ 実施場所

(ｱ) 受委託点呼の実施場所は、受託営業所の施設内（車庫を含む 。）



(ｲ) 受委託点呼の実施場所と委託営業所の車庫との距離が５ｋｍ以内。

オ 対象運行

下記以外の運行.

(ｱ) 危険物、火薬類、高圧ガス、核原料物質、放射性同位元素又は毒物

若しくは劇物を積載する運行

(ｲ) 特別な許可（特殊車両通行許可、制限外積載許可等）が必要となる

運行

（３）受託者の要件

受託者は、一般貨物自動車運送事業者又は特定貨物自動車運送事業者。

受託営業所は、安全性優良事業所（Ｇマーク営業所）。

（４）受委託点呼の実施者等

ア 受委託点呼の資格者

受託点呼実施者は、受託事業者選任に係る受託営業所の運行管理者又

は補助者。

イ 受託点呼実施者数

受託営業所の事業用自動車数に、委託営業所（委託営業所が複数ある

場合は全ての委託営業所）の受委託点呼に対象となる事業用自動車数を

加算した数を３０で除して得た数（１未満の端数は切り捨て）に１を加

算して得た数以上の員数を確保。

ウ 受託点呼実施者の名簿等の提出

受託営業所は委託営業所に対し、あらかじめ次の書類を提出。変更が

あった場合、遅滞なく提出。

(ｱ) 受託点呼実施者の名簿

(ｲ) 受託点呼実施者（運行管理者）に係る運行管理者選任届出書の写し

(ｳ) 受託点呼実施者（補助者）に係る運行管理者資格者証の写し又は基

礎講習の修了証明書の写し

（５）委託営業所及び受委託点呼を受ける運転者の義務等

ア 受委託点呼の開始時

委託営業所は受託営業所に対し、あらかじめ次の書類を提出。変更が

あった場合、遅滞なく提出。

(ｱ) 受委託点呼を受ける運転者に係る名簿、運転者台帳の写し、直近の

健康診断結果・病歴・服用薬が分かる書類

(ｲ) 受委託点呼の対象となる事業用自動車の定期点検整備記録簿の写し

(ｳ) 委託営業所の緊急連絡体制表

イ 受委託点呼日の一定期間前の日

委託営業所は受託営業所に対し、受委託点呼日の一定期間前に、各受

委託点呼日に点呼を受ける予定の運転者の名簿を提出。変更があった場

合、遅滞なく連絡。

ウ 乗務前点呼時

(ｱ) 委託営業所は、乗務前に係る受委託点呼を受ける運転者に対し、当

該日の運行計画について電話等により指示。

(ｲ) 受委託点呼を受ける運転者は、受託点呼実施者に次の書類等を提示。



ａ 直近１週間の勤務状況が分かる書類

ｂ 点呼当日の運行計画に係る書類

ｃ 運転免許証

ｄ 乗務に係る事業用自動車の自動車検査証

ｅ 乗務に係る事業用自動車の自動車損害賠償責任保険証明書又は自

動車損害賠償責任共済証明書

(ｳ) 受委託点呼を受ける運転者は、受託点呼実施者に対し、乗務に係る

事業用自動車の日常点検結果及び委託営業所の整備管理者の運行の可

否の決定結果を報告。

エ 乗務後点呼時

受委託点呼を受ける運転者は、受託点呼実施者に対し、乗務に係る事

業用自動車、道路及び運行の状況等の報告を行うとともに、乗務等の記

録を作成し確認を受ける。

（６）委託営業所及び受託営業所の連携

ア 受託点呼実施者は、乗務前の受委託点呼の結果、運行を認めるべきで

はないと判断した場合は、速やかに委託営業所に連絡。

イ 受託点呼実施者は、乗務前の受委託点呼における提示書類等又は報告

において、法令違反を発見した場合は、点呼を中止し速やかに委託営業

所に連絡。

ウ ア又はイの場合で、委託営業所が運行をさせようとするときは、委託

営業所の運行管理者が点呼を行った上で運行の可否を判断。

エ 受託点呼実施者は、乗務後の受委託点呼において、乗務等の記録等に

より、法令違反を発見した場合は、速やかに委託営業所に連絡。

オ 受託営業所は、全ての受託点呼実施者が病気で不在等により、受委託

点呼ができなくなった場合は、直ちに委託営業所に連絡。

（７）受委託点呼の実施記録

ア 受託営業所における記録

受託営業所において点呼の実施記録を作成。速やかに、当該記録の写

しを委託営業所に提出。記録は受託営業所において１年間保存。

イ 委託営業所における記録

受託営業所から提出された点呼の実施記録の写しは、委託営業所にお

いて１年間保存。

（８）留意事項

ア 運行管理規程への明記

受委託点呼の処理方法を、双方において運行管理規程に明記。

イ 個人情報の厳正な取扱い

委託営業所及び受託営業所は、受委託点呼を受ける運転者に係る個人

情報について厳正に取り扱う。

ウ 委託営業所の運行管理者による点呼の確保等

委託営業所の運行管理者による点呼は、受委託点呼の回数を含んだ当

該委託営業所の総点呼回数の３分の１以上となるよう措置。

エ 受委託点呼を受ける運転者への教育・指導・監督の実施



長期間受委託点呼のみで、委託営業所の運行管理者と対面しない運転

者には、十分な教育、指導監督を実施。

オ 緊急時の対応

災害及び気象に関する警報の発令、運行経路における大規模な通行止

め規制があった場合、受託点呼実施者は委託営業所に連絡。

カ 受託営業所に対する定期的な調査・管理

委託営業所は、受委託点呼に関し受託営業所を定期的に調査・管理。

（９）責任

ア 行政上の責任

受委託点呼の実施違反等に対する行政処分は、個別具体的な事例に応

じ、受託営業所、委託営業所又は双方の営業所を対象。

(ｱ) 受託営業所が行政処分の対象となる事例

受託点呼実施者が正当な理由なく受委託点呼を実施しなかった場

合、アルコール検知器を常時有効に保持していなかった場合、点呼の

実施記録に係る記載事項不備など。

(ｲ) 委託営業所が行政処分の対象となる事例

受委託点呼を受けるべき運転者が、受委託点呼を受けずに運行した

場合、委託営業所が通達で定められた書類を提出しないなど。

なお、受託営業所の責任となる場合でも、受託営業所において違反

が一定期間行われていたときには、委託営業所の調査・管理が不適切

であるとして、許可条件違反とする余地あり。

イ 交通事故発生時の対応

受委託点呼を受けた運転者が交通事故を起こした場合、当該交通事故

への対応は委託営業所が行う。

（10）受委託点呼の終了

ア 受委託点呼終了の要件

契約の終了、契約の解除又は双方の事業者の合意のほか、次に該当す

るとき。

(ｱ) 委託営業所の定期的な調査により、受託営業所が受委託点呼を適切

に行っていないことが判明したとき。

(ｲ) いずれかの営業所が、Ｇマーク営業所の認定を失効又は取り消され

たとき。

(ｳ) いずれかの営業所が、許可の取消し又は事業停止処分を受けたとき。

イ 国による取消し

地方運輸局長は、アのいずれかに該当する場合で、双方の事業者が契

約を終わらせない場合又は許可申請内容若しくは許可条件に違反した場

合は、当該許可を取り消すことができる。

（11）管理の報酬

当事者間において合意した適正な報酬であること。

（12）許可申請等

ア 開始申請



(ｱ) 委託事業者及び受託事業者は、受委託点呼を行う２ヶ月前までに、

管轄地方運輸局（管轄運輸支局経由。以下同じ。）に対し、申請書に

次の書類を添付し申請。

・ 管理の委託受託契約書の写し

・ 管理の報酬その他管理の実施方法の細目を記載した書類

その他、地方運輸局は、安全性優良事業所認定証の写し、受委託点

呼実施場所と委託営業所車庫との距離が分かる資料、受委託点呼の対

象となる事業用自動車の数が分かる資料など最小限の資料の提示等を

求めることができる。

(ｲ) 許可申請に対する標準処理期間は２ヶ月間。

イ 変更届出

委託事業者及び受託事業者は、次の事項について変更が生じた場合は、

１５日以内に、管轄地方運輸局に対し、変更届出書により届出。

・ 委託事業者・営業所又は受託事業者・営業所の氏名、名称又は所在地

・ 添付書類の内容

ウ 終了届出

委託事業者及び受託事業者は、受委託点呼を終了したきは、１５日以

内に、管轄地方運輸局に対し、終了届出書により届出。

（13）許可条件

ア (10)アの各事項に該当することとなった場合は、速やかに終了届出書

を管轄運輸支局に提出。

イ 委託者は、受託者が委託に係る業務を適切に行っているか、定期的に

調査・管理。

ウ 受託者又は委託者が当該許可に係る業務に関し、申請内容及び許可に

付した条件に違反した場合は、許可を取り消すことがある。

（14）許可期間

３年間。

（15）グループ企業間における点呼の取扱い

Ｇマークのインセンティブである「グループ企業間における点呼」を実施

している営業所にあっては、可能な限り受委託点呼に移行。

３．今後のスケジュール（予定）

制定 平成２５年 ７月

施行 平成２５年１０月
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